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千TEU 【四国の外貿コンテナ取扱貨物量】

高知

三島川之江

今治

松山

高松

徳島小松島

・ 四国の外貿コンテナ取扱貨物量は増加傾向にあり、平成２１年の世界的な経済情勢の悪化から回復し、増加を続けて
いる。平成２６年度の四国の外貿コンテナ取扱量は１０年前に比べ約１．６倍まで増加した。

今治港で四国初の航路開設

出典 H4～H26は港湾統計（年報）

増加傾向

出典：四国地方整備局調べ

四国の港湾における
平成２６年コンテナ取扱貨物量（速報値）（TEU）

１．社会経済情勢の変化
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（１）四国の外貿コンテナ貨物量の推移

10年前に比べ約1.6倍に増加

179,725TEU
57%101,703TEU

32%

36,192TEU
11%

外貿コンテナ 国際フィーダーコンテナ 内貿コンテナ



１．社会経済情勢の変化
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■平成28年6月時点
四国－釜山航路 四国－中国・台湾航路

出典：日本海事新聞及び四国地方整備局調べ 平成28年6月時点

○外貿コンテナ航路は、貨物の増加とともに充実してきており、特に釜山航路は６港で開設され、多い港では週８便が就
航。

○一方、中国・台湾航路は、平成２０年１１月時点で２港のみの就航だったものが、平成２８年時点では５港で就航してお
り、平成２７年１２月に徳島小松島港及び高知港に寄港している釜山航路が天津・大連まで延伸された。

（２）四国の外貿コンテナ航路の現状

平成２８年６月末時点

数
字

：１週間の便数

※カッコ内は平成２０年１１月時点からの便数の変化
（平成２０年１１月と便数が同じ航路は記載を省略）

※赤色実線は新たに就航した航路（区間）、赤色破線は廃止になった航路（区間）

数
字



神戸港

松山港

高松港

三島川之江港

水島港

今治港

徳島小松島港

新居浜港

※四国地方整備局調べ（H28.6）
線色は船社の違いを示す
不定期に寄港する港湾は除いている
※フェリー定期航路は除く

１

２

１

神戸-今治-三島川之江-松山-神戸

神戸-水島-高松-徳島小松島-神戸

神戸－新居浜－神戸

神戸－松山－神戸

神戸-三島川之江-水島-神戸

神戸-広島－水島-大阪/神戸-松山-今治-徳山-神戸

神戸-三島川之江-神戸

数
字：１週間の便数

１

１

３

１

3

（３）国際フィーダー航路（四国～阪神）の現状

・平成28年6月末時点、四国と阪神港を結ぶ国際フィーダー航路は、計7航路（週10便）。
・松山港では、国際フィーダー貨物の輸送効率化を目的に、コンテナバース及び２基目のガントリークレーンの
整備を実施中。

１．社会経済情勢の変化

１



・ 貿易統計によると、平成25年度の我が国の貿易額は、輸出が約70.9兆円、輸入が約84.6兆円、輸出入合計で約155.5
兆円であり、平成15年度に比べ1.54倍の伸びとなっている。
・ 特に、中国やＡＳＥＡＮとの貿易額は大きく伸びており、我が国との結びつきが強くなっている。

１．社会経済情勢の変化

4

（４）我が国と各地域の貿易額の推移



１．社会経済情勢の変化

（５）東アジア地域との貿易の展望とダイレクト航路の優位性

・中国経済は一定の規模を保つことが予測され、堅調な貿易活動が引き続き維持されることが期待される。
・一方で、中国の人件費の上昇傾向を受けて、東南アジア等への生産拠点の一部移転が起こっているほか、今後、高
度技術関連の国内回帰が予測される中で、東南アジアを中心とした東アジア地域全体との貿易は一層の拡大が期待
される。

■近年の経済状況を踏まえた東アジア地域との貿易の展望

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

四国D

釜山TS

回答平均値 上限

リードタイム（日）

平均約１２．０日

※

【香川→中国】

ダイレクト航路

釜山港ＴＳ

平均約６．０日

※参考：
「ダイレクト航路の優位性」

・荷主アンケート調査によると、中国方面へのリードタイ
ムにおいて、ダイレクト航路は釜山港ＴＳよりも優位性
を発揮

5

出典：荷主アンケート調査に基づき作成

東南アジア地域等への
生産拠点の一部移転の動き

高度技術関連の
国内回帰の予測

近年の中国経済の減速

東南アジアを中心とした
東アジア地域全体との
貿易の一層の拡大期待
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名目ＧＤＰ 経済成長率名目ＧＤＰ（１０億人民元） 経済成長率（％）

中国との貿易は
引き続き維持を期待



※瀬戸内海：瀬戸内海沿岸の香川県、愛媛県の２県

出典：県民経済計算（平成24年度）、工業統計（平成25年）、平成25年港湾統計（年報）

帝人(株)松山工場
(ポリカーボネート樹脂）
東レ(株)愛媛工場
(高性能炭素繊維）

三浦工業(株)
(小型貫流ボイラ）

大王製紙(株)三島工場
(紙・板紙)

【凡例】
青文字：日本一の生産量(特定の製品)
赤文字：世界一の生産量(特定の製品)

：重要港湾

香川県

徳島県

高知県愛媛県

日本政策投資銀行「平成23年度版四国ハンドブック」、四国経済産業局「四国が一番 四国が誇る日本一・世界一（平成16年版）」
に基づき四国地方整備局港湾空港部作成

その他コークス製造工場火力発電所製紙・木材工場

化学工場セメント工場等造船所製油所凡

例

三菱化学(株)坂出事業所(自動車触媒ｺﾝﾊﾞｰﾀｰ保護材)

(株)タダノ(建設用・車両搭載型クレーン)
南海プライウッド(株)(住宅用ﾗﾐﾈｰﾄ天井版)
(株)マキタ(小型船舶用ディーゼルエンジン)

阿波製紙(株)(自動車用ろ紙)
日本電工(株)(合金鉄)

王子製紙(株)(微塗工紙)

日亜化学工業(株)
(LED・蛍光体)

(株)大塚製薬工場(輸液製品)

住友化学(株)愛媛工場(高純度アルミナ)
住友金属鉱山(株)(電気ニッケル)

今治造船(株)
(造船)

ニッポン高度紙工業(株)本社工場
(ｺﾝﾃﾞﾝｻ用ｾﾊﾟﾚｰﾀ、電池用ｾﾊﾟﾚｰﾀ)

(株)ＳＫＫ本社工場
(舶用クレーン)

GDP 製造品出荷額 港湾取扱貨物量 船舶乗降人数

四国全体
( )内は全国でのシェア

13.5兆円
（約3％）

8.6兆円
（約3％）

1億7867万トン
（約6％）

1304万人
（約13％）

うち瀬戸内海
( )内は四国でのシェア

8.5兆円
（約63％）

6.4兆円
（約74％）

1億3663万トン
（約77％）

1243万人
（約95％）
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・ 瀬戸内海沿岸の香川県、愛媛県においては、化学工業、非鉄金属工業、石油・石炭工業、造船業、製紙業等が盛んで
あり、四国のGDPの63％、製造品出荷額の74％を占め、四国の経済を支えている。

（１）世界・我が国トップクラスの企業が多数立地

２．四国の地域特性



京浜港
（東京港、横浜港、

川崎港）

阪神港
（大阪港、神戸

港）

○国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大することにより、

企業の立地環境を向上させ、我が国経済の国際競争力を強化

⇒雇用と所得の維持・創出

京浜港、阪神港を「国際コンテナ戦略港湾」として選定し、基幹航路の就航を維持・拡大するため
のハード・ソフト一体となった施策を集中して実施。

① 内航をはじめとするフィーダー網の抜本的な強化による広域からの貨物集約の推進

② ゲートオープン時間拡大による24時間化の推進、貨物積替円滑化支援施設の整備等

による荷主サービスの向上

③ 大水深コンテナターミナルの整備によるコンテナ船大型化の進展への対応

④ 港湾運営会社の指定による「民」の視点での戦略的港湾運営の実現

⑤ 阪神、京浜各港のコンテナターミナル全体の一体運営等による

ターミナルコストの低減

政策目的 ： 国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大すること

政

策

目

的

実
現
の
た
め
の
方
策

※国際基幹航路の我が国への直接寄港が少なくなると、本来最も安価で短時間の直接寄港ルートが減ると

いうサービス水準の直接の低下に加え、我が国立地企業の輸送が海外トランシップを経るルートを選択

せざるを得なくなり、我が国立地企業が直接寄港ルートとの比較による価格交渉力を失い、海外トラン

シップルートの料金高騰等立地環境の悪化を招く。また、積み替え時の積み残し等による遅延リスク、

荷傷みのリスク等も懸念される。

7

（１）「国際コンテナ戦略港湾」政策の目的・方策

３．四国港湾を取り巻く環境の変化
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・基幹航路の減少は、国際海上コンテナ貨物の輸送コストの上昇として現れ、それによって輸出需要の減少及び、国内の
消費財価格の上昇に伴う国内消費需要の減少を招く危険性がある。

出典：四国国際物流戦略チーム第3回本部会合資料（H26.3）

（２）我が国における基幹航路確保の重要性

３．四国港湾を取り巻く環境の変化
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３．四国港湾を取り巻く環境の変化
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輸 出輸 出 輸 入仕向国別輸出量の推移 原産国別輸入量の推移

出典：国土交通省「全国輸出入コンテナ貨物流動調査」
※H15年10月,及びH20,H25各年の11月(1ヶ月間)の調査結果

「中国」「韓国」「東南アジア」が増加

「中国」「東南アジア」「北米」が増加大洋州

アフリカ

南米

北米

欧州

その他アジア

東南アジア

他東アジア

香港

台湾

韓国

中国

大洋州

アフリカ

南米

北米

欧州

その他アジア

東南アジア

他東アジア

香港

台湾

韓国

中国

・四国の港湾を利用した輸出では「中国」「韓国」「東南アジア」の貨物量が多く、そのいずれも、平成15年に対して貨物
量が増加している。
・四国の港湾を利用した輸入では「中国」「北米」「東南アジア」の貨物量が多く、輸出同様に大幅に貨物量が増加してい
る。

（３）四国の港湾における仕向国、原産国別の輸出入取扱量推移



３．四国港湾を取り巻く環境の変化
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出典：国土交通省「全国輸出入コンテナ貨物流動調査」
※H15年10月,及びH20,H25各年の11月(1ヶ月間)の調査結果

○近年、釜山港をはじめとした東アジア地域の港湾では、アジア地域におけるハブ港を目指し機能強化を推進。
○このため、平成25年では、中国への輸出や欧米からの輸入において、四国発着貨物のアジア諸港での積み替え
比率が５割を超える状況にあり、近年急激に増加。

（４）四国発着貨物における釜山港等のアジア諸港積み替え（トランシップ）の状況

四国からの直行航路利用ルート

阪神港利用ルート

釜山港等の近隣アジア諸港での積み替えルート
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■中国との貿易における利用ルート別貨物量等 ■欧米との貿易における利用ルート別貨物量等



３．四国港湾を取り巻く環境の変化
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○四国内港湾、阪神港利用が半々程度の利用となっているものの、四国内港湾利用では、釜山ＴＳが多い。
○仕向け国では、中国、東南アジアが多くなっている。

（５）貨物流動の現状流動図 ①輸出（H25）

出典：国土交通省「全国輸出入コンテナ貨物流動調査」
※H15年10月,及びH20,H25各年の11月(1ヶ月間)の調査結果
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○四国内港湾利用が約6割、阪神港利用が約4割となっているが、四国内港湾利用では、釜山ＴＳが多い。
○原産国では、中国、東南アジア、北米が多くなっている。

３．四国港湾を取り巻く環境の変化

（６）貨物流動の現状流動図 ②輸入（H25）

出典：国土交通省「全国輸出入コンテナ貨物流動調査」
※H15年10月,及びH20,H25各年の11月(1ヶ月間)の調査結果
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・ 新造大型船の就航により、船社（またはアライアンス）保有船舶のリプレイスが発生。順次、大型化する形で全体サー
ビスの輸送強化が図られている。
・ 大型化に伴い、輸送コストが抑えられる可能性があるものの、取扱個数の少ない港湾では寄港便数の減少や、大型
コンテナ船に対応できない港湾では抜港される危険性がある。

（７）大型化が進むコンテナ船（カスケード現象の実例）

３．四国港湾を取り巻く環境の変化



【外貿】
・韓国航路・中国航路において大型化が予想されており、それによって船社同士のアライアンスが進み、航路が集約され
る危険性が指摘されている。また、大型化した船舶に対応できる港湾施設が必要となる。

【国際フィーダー】
・小型船による小回りを利かせた運航の方が有利な状況もあり、大型化の影響はあまり想定されていない。

（８）四国における船舶の大型化の状況

14

■ワーキンググループ・船社ヒアリングで指摘された船舶大型化に関する意見

【現状】
300～500
TEUクラス

【将来】
1000TEU
クラス

【船舶大型化の例】 ■ワーキンググループ委員・船社の意見

【外航船社（韓国航路）】
・船舶の大型化が近々に実施される見込み（韓国船社が発注している

船舶は1,000TEUクラス：瀬戸内で使用できる最大サイズ）。
・アライアンスの進展により、船会社同士の連携でローテーションに

よる就航の可能性。現在、数社の船舶がそれぞれ就航しているが、
1社に集約される恐れもある。

・大型化により、四国の港湾についても対応できない可能性。

【外航船社（中国航路）】
・将来的には大型化の可能性があり、1,000TEUクラスになりうる。
・その場合、1社単独就航は厳しく協調配船になりうる。その結果、

最悪減便も考えられる。

【内航船社】
・120～140TEU程度から200TEU程度への変更を検討。
・ただし、大型化した場合、神戸港をはじめ各港での信号に引っかか

る可能性があり、遅延が発生する懸念がある。
・内航船の大型化は、韓国船社とは別の流れであり、四国への影響は

ないものと考えられる。

３．四国港湾を取り巻く環境の変化



・現状のアジアダイレクト航路は「ミルクラン航路（巡回航路）」となっている中、現状のまま船舶の大型化が進んだ場合、
1寄港地あたりの必要貨物量が増大し、取扱貨物量の少ない寄港地の抜港や採算性の悪い航路の廃止などが懸念。

３．四国港湾を取り巻く環境の変化

（９）船舶大型化により想定される影響

15

■現状の航路実態例 ■船舶大型化により想定される影響

①取扱貨物量の少ない寄港地が抜港される可能性

②採算性の悪い航路が廃止される可能性

→ 国際航路未就航港湾の発生
→ 四国内陸送距離の増大

（ドライバー不足による陸送への影響拡大も懸念）
→ 周辺港湾に貨物が集中し、既存港湾施設（CY等）

だけでは対応困難となる可能性

→ リードタイムの増加や、出荷タイミングにあわず、
四国内港湾を利用できない可能性

→ 結果、四国内取扱量が減少し、さらなる悪循環の可能性

・高松港に就航している中国北部航路
をはじめ、四国内の各港湾に就航す
るアジアダイレクト航路の多くは、
複数の港湾を巡回する「ミルクラン
航路」である。

船舶の大型化が進んだ場合、
１寄港あたりの必要貨物量が増大
（１航路の寄港箇所数が同じ場合）

→ さらなる影響拡大が懸念

（週１便）

ダイレクト航路Ⅰ

A港 B港 C港

（週１便） （週１便） （週１便）

ダイレクト航路Ⅰ

A港 B港 C港
（週0便）
【抜港】

（週１便）

大
型
化

（週２便）

ダイレクト航路Ⅲ

A港 B港 C港

（週２便） （週２便） （週１便）
【減便】

ダイレクト航路Ⅲ

A港 B港 C港
（週１便）
【減便】

（週１便）
【減便】

大
型
化

ダイレクト航路Ⅱ ダイレクト航路Ⅱ 廃止

高松港

伊万里港

福山港
水島港

広島港

三田尻中関港

中国北部
（大連・青島等）

方面へ
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・釜山港利用は、阪神港利用よりも価格面で優位性がみられる。一方で、リードタイムや破損リスク等の問題から、阪神
港を利用する荷主の意見も多くなっている。
・競争環境の変化による輸送コストの上昇や、安定的な輸送が保たれない状況についても考慮が必要な他、 「国内消
費需要の減少」「輸出需要の減少」等を招く危険性が懸念される。

このまま釜山港利用への
依存が高まり、阪神港から
の航路が利用できなくなると

（１０）釜山依存の高まりによる四国企業への影響

■現状（荷主ヒアリングによるルート選定要因等からの考察）

釜山港利用の優位性 阪神港利用の優位性

価格の
安さ

ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ
の短さ

製品

破損ﾘｽ
ｸ軽減

競争
関係

競争関係の

弱まりや、韓国
側の政策転換
等による

輸送コスト上昇
のリスク

リードタイム短縮、
安定的な輸送
といった

荷主ニーズへの
対応困難

■釜山港依存の高まりにより想定されるリスク

東・東南アジア地域輸送における釜山トランシップ依存

輸送コスト上昇のリスク
不安定な
輸送

輸出品価格
の上昇

輸入中間財
価格上昇

企業の製造
コスト上昇

企業競争力の
低下

輸入消費財
価格の上昇

消費財
価格上昇

生産品
価格上昇

（リードタイム、破損リスク等）

国内消費需要の
減少

輸出需要の減少

■釜山トランシップ依存による影響

３．四国港湾を取り巻く環境の変化



出典：各種報道等を基に国土交通省港湾局作成

秋田港

・被災した仙台塩釜港の代わりに
中京地区で組み立てられた完成
自動車が到着。震災前に東北で
生産した完成自動車を移出。

・畜産用飼料を被災した青森や
岩手、宮城各県の港の代わりに
秋田港で取扱い。

被災港湾

伏木富山港

・中国からのボイラー用燃料を被災
した仙台港に代わり伏木富山港で
荷揚げ、内航船に積替え仙台港へ
輸送。

新潟港

・仙台塩釜港、八戸港で取扱予定
だったコンテナを新潟港で取扱。

・新潟港から東北・北関東地方に
畜産用飼料を出荷

能代港

・畜産用飼料を被災した八戸港
に代わり能代港で陸揚げし、ト
ラックで八戸の飼料工場へ移
送。

船川港

・ケイ砂を被災した大船渡港に代
わり船川港で取扱い。

直江津港

・中国からの鉱石を被災した日立
港に代わり、直江津港で荷揚げ。

・北関東より九州方面へ輸送してい
た金属くずを被災した日立港に代
わり、直江津港から輸送。

酒田港

・通常は酒田では荷揚げしない畜産用飼料や鋼材の中間
原料となる銑鉄が到着。

４．非常時への対応の重要性
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（１）非常時の代替ルートの確保

・東日本大震災では、発災後、東北太平洋沿岸の港湾に代わり、日本海側の港湾が貨物を取扱い、東北地方の産業活
動の継続を支えた。

・四国でも、発生が懸念されている「南海トラフ巨大地震」に対応していくために、平常時に限らず非常時における海上物
流ルート、代替ルートの確保について検討していくことが重要と考えられる。



四国の経済発展において“国際コンテナ物流”は重要な要因

５．総括

（１）四国の地域特性と四国をとりまく国際物流について

18

四国の地域特性

四国の外貿コンテナ取扱個数は東アジア地域を中心に増加傾向

外貿コンテナ航路数も貨物の増加とともに充実

四国をとりまく国際物流

・ 四国は世界・我が国トップクラスの企業が立地し、国際貨物は増加傾向にあるなど、高いポテンシャルを持っている。
・ 東・東南アジアの経済成長を受け、 “国際物流”が企業活動において重要な役割を担っている。
・ 国際物流では、安価で、確実かつ迅速な輸送が可能となる“コンテナ輸送”の重要性が世界的に高まっている。

○世界・我が国トップクラスの企業が
臨海部に多数立地

○経済成長が著しい東・東南アジアに
地理的に近接

○被災時の代替輸送が今の環境の中でも
整っている

○東・東南アジアの著しい経済成長
に伴い貿易が増加傾向

○世界的にコンテナ取扱量が増加
コンテナ輸送の重要性の高まり

コンテナ輸送とは
○1950年代コンテナ登場以降、安価で、確実かつ迅速に、

また、少量多頻度輸送も可能な輸送容器として定着
○人や物のグローバル化のきっかけにも寄与



５．総括

（２）国際コンテナ輸送を取り巻く環境の変化と戦略提言の必要性

今後、適切な対応が取られないと・・・

19

• 阪神港に寄港する航路便数
が減少することによって、北
米・欧州方面等との貨物輸
送において、便数における制
約が発生する可能性

• 釜山港の市場占有率が高ま
ることで、輸送コスト上昇や、
リードタイム上の制約が発生
する危険性

基幹航路便数の縮小
（釜山港への依存）

• 大型船舶に耐えられる岸壁
が整備されていないと、寄港
地から外される危険性

• 1船が積む貨物量の容量が
増えるため、船社同士のアラ
イアンス等により、寄港便数が
減少する可能性

船舶の大型化

• 空コンテナの輸送が多く発生
しており、輸送コストが高止ま
りしている可能性

• ドライバー不足問題により、陸
上輸送における制約が大きく
なる可能性

その他四国の港湾
を取りまく情勢

将来予想され
る影響

四国での効率的なコンテナ輸送体系の構築が必要

戦略提言により、広く関係者が連携した取組を推進

安定した輸送環境
の崩壊

安定した輸送環境
の崩壊

輸送コストの増大
四国の産業競争力が減退
輸送コストの増大

四国の産業競争力が減退

経済活動全体に悪影響
＝ 四国の生活基盤を

揺るがす事態

経済活動全体に悪影響
＝ 四国の生活基盤を

揺るがす事態


